
「1年単位の変形労働時間制」について、道教委と２回目の交渉⑪

「業務量の縮減」は、「図る」ことのみが規定
されており、縮減の結果は確認しない

●「学校に関する措置」として「長期休業期間等における業務量の縮減を図る」

「指針」には、「教育職員に関す
る措置」とは別に、「学校に関する
措置」が規定されています。これは、
制度を活用する当該教員に限らず、
学校全体として措置を講ずる必要が
あるものです。
この措置として、「本制度の適用

前と比較して、部活動、研修その他
の長期休業期間等における業務量の縮減を図ること」という規定があります。

●「業務量の縮減を図る」ことの措置は、教育委員会と校長が講じる

「長期休業期間中における業務量の縮減を図る」のですから、
どれだけの業務量が縮減されたのかをしっかりと把握しなけれ
ば、規制の意味はありません。
縮減されたということを誰がどのように判断するのか、その

ための調査等は実施するのか、交渉で質問しました。

《道教委の回答》

服務監督教育委員会及び校長が、その措置を講じることとされています。

●「縮減を図る」ことのみが規定されており、実際に縮減されたかは確認しない

この道教委の回答は、要するに、「縮減を図る」という措置を教育委員会や校長が講ずるのであ
って、それによって実際に長期休業期間中の業務量が縮減されたのかどうかの判断も、そのため
の調査等の実施も行わないということです。教育委員会や校長が「縮減を図った」と言うだけで
いいということであれば、実際に業務量が縮減されたかどうかは問題にならず、この措置は全く
意味を為さなくなります。
このような意味を為さない措置を定めている条例案を、全国に先駆けて道議会に提案した道教

委の態度は無責任であり、直ちに撤回するべきです。

変形労働制ではなく、せんせいふやそう！
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